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＜前回部会での各委員の意見を踏まえた修正項目＞ 

基本方針1 「幼児期の学校教育・保育の充実」について 

～委員意見～ 
・保育は乳幼児期であることから、保育と教育の順序を整理した方がよいのではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 

・国で使われている並び（教育・保育）という表現は活かしつつも、市民の方に分かりやすいよう、下記のとおり
文言修正を行う。また、同様に記載している箇所の修正も行う。 

（修正前） （修正後） 

幼児期の学校教育・保育 幼児期の学校教育及び乳幼児期の保育 

◆基本方針部分 
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基本方針4 「子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備」について 

～委員意見～ 
・教育のみの記載であると、保育の部分が含まれないように感じられる。 
・“保育”という言葉を入れるか、“教育”という言葉を削除し、広い意味での“子育て環境”とする方法もある。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり基本方針の文言及び推進施策【4-2】の修正（説明文を含む）を行い、基本方針4の中に保育環
境に関する部分を追加（追加部分については、P18参照） 

（修正前） （修正後） 

・基本方針部分 

 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境
の整備 

・推進施策【4-2】 

 子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環
境等の整備 

・推進施策説明文 

 子どもが個性豊かに生きる力を伸ばすことができ
るよう、学校の教育環境等の整備を図ります。 

・基本方針部分 

 子どもの心身の健やかな成長に資する子育て環境
の整備 

・推進施策【4-2】 

 子どもの生きる力の育成に向けた子育て環境等の
整備 

・推進施策説明文 

 子どもが個性豊かに生きる力を伸ばすことができ
るよう、学校の教育環境及び保育環境等の整備を
図ります。 
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◆各事業概要及び今後の方針部分 

【1-1】認定こども園 

～委員意見～ 
・過去の歴史を鑑み、“一元化”という表現よりも“一体化”とすべきではないか。 
・このままの記載であると公立施設自体が認定こども園に移行すると誤解を受けかねない。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり事業概要の文言修正を行う。 

（修正前） （修正後） 

就学前の子どもに関する教育・保育や地域における
子育て支援を総合的に提供する機能を備えた「認定
こども園」の設置が推進されるよう支援し、幼保一元
化を推進します。また、認可保育所整備と併せて、必
要な入所定員の確保に努めます。 

就学前の子どもに関する教育・保育や地域における子
育て支援を総合的に提供する機能を備えた「認定こど
も園」の設置が推進されるよう支援します。また、認可
保育所整備と併せて、必要な入所定員の確保に努め
ます。 
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【2-1】利用者支援事業 

～委員意見～ 
・市役所等の“等”はどこを指すのか。できれば、市役所以外の場所についても併記すべきである。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり事業概要の文言修正を行う。 

（修正前） （修正後） 

子ども及びその保護者が、認定こども園・幼稚園・保
育所での教育・保育や一時預かりなどの地域子ども・
子育て支援事業等の中から適切なものを選択し、円
滑に利用できるよう、市役所等で相談を受け付ける
など利用者支援を図ります。 

子ども及びその保護者が、認定こども園・幼稚園・保育
所での教育・保育や一時預かりなどの地域子ども・子
育て支援事業等の中から適切なものを選択し、円滑に
利用できるよう、市役所や地域子育て支援拠点などで
相談を受け付けるなど利用者支援を図ります。 
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【2-1】多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

～委員意見～ 
・事業名と今後の方針に齟齬があるのではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり事業概要の文言修正を行う。 

（修正前） （修正後） 

地域ニーズに即した保育等の事業充実を図るため、
新規の事業者が円滑に、新制度における保育所、小
規模保育事業等での保育等事業を実施できるよう必
要な支援を行います。 

地域ニーズに即した保育等の事業充実を図るため、新
規の事業者が円滑に、新制度における保育所、小規
模保育事業等での保育等事業に参入できるよう必要
な支援を行います。 
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【4-2】私立幼稚園の情報提供 

～委員意見～ 
・私立幼稚園のみ事業として継続されているのはなぜか。 
・利用者支援事業の1つに含まれると思うが、他の保育所等も含めて継続してほしい。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・利用者支援事業と重複する部分もあるため、下記のとおり事業概要の文言修正を行う。 

（修正前） （修正後） 

私立幼稚園の協力を得て、各幼稚園の情報(子育て
支援、預かり保育事業等を含む。)を収集し、他の施

設の情報と併せて、市民に提供できるように努めま
す。 

各施設の協力を得て、利用者支援事業と連携し、認定
こども園や保育所と同様に、各幼稚園の情報(子育て
支援、預かり保育事業等を含む。)を収集し、他の施設
の情報と併せて、市民に提供できるように努めます。 
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【4-2】松山市幼児教育研修会 

～委員意見～ 
・担当課に学校教育課も追加すべき。 
・研修会が抽象的であり、講演会も研修会に含まれるのではないか。 
・小学校教諭の出席についても一定の担保が必要であると考える。 

 
 

～対応方針（案）～ 

・下記のとおり事業概要の文言修正を行い、担当課に学校教育課を追加。小学校教諭の出席については、教
育委員会と連携して参加を促す。 

（修正前） （修正後） 

市内の保育教諭、幼稚園教諭、保育士、小学校教諭、
各療育機関等の職員を対象に研修会・講演会等を
実施します。市内幼児教育関係者の資質向上と異校
種間の研修交流の機会とし、市内幼児教育の充実を
図ります。 

市内の保育教諭、幼稚園教諭、保育士、小学校教諭、
各療育機関等の職員を対象に、公立幼稚園における
園内研修会やその他の研修会及び講演会を実施し、
市内幼児教育関係者の資質向上と異校種間の研修交
流の機会とし、市内幼児教育の充実を図ります。 
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【5-4】庁内託児室「キッズルーム」の設置 

～事務局意見～ 
・既に「キッズルーム」を設置しているものの、現在の文言であると新たに開設するように読み取れる。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり事業名の修正を行う。 

（修正前） （修正後） 

庁内託児室「キッズルーム」の開設 庁内託児室「キッズルーム」の設置 
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【9-1】私立幼稚園就園奨励費補助事業 

～委員意見～ 
・施設型給付に移行しない園に限るということを分かりやすく表記すべきである。 
・対象年齢は、満3歳からではなく、3歳からではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり事業概要の文言修正を行い、対象年齢については、3歳に訂正。（公開している資料は、前回部
会後に修正済み） 

（修正前） （修正後） 

園児の保護者に対し、保育料等の減免を実施してい
る幼稚園の設置者へ補助金を交付することにより、
保護者の経済的な負担の軽減を図ります。（施設型
給付に移行しない園） 

園児の保護者に対し、保育料等の減免を実施している
幼稚園の設置者へ補助金を交付することにより、保護
者の経済的な負担の軽減を図ります。（子ども・子育て
支援新制度に移行しない幼稚園を利用する場合に限
る） 



教育・保育部会においての 
審議対象一覧 
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●基本方針1 幼児期の学校教育及び乳幼児期の保育の充実 

◇推進施策◇ 
【1-1】幼児期の学校教育及び乳幼児期の保育の充実 

子育て家庭の生活実態や意向を十分に踏まえた教育・保育の受け皿の整備を図ります。 

施設型給付 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 対象年齢 

認定こども園 保育・幼稚園課 

就学前の子どもに関する教育・保育や地域における子育て支援を総
合的に提供する機能を備えた「認定こども園」の設置が推進されるよう
支援します。また、認可保育所整備と併せて、必要な入所定員の確保
に努めます。 

0歳～小学
校就学前 

幼稚園 保育・幼稚園課 
幼児期の特性を踏まえ、生涯にわたる人格形成の基礎を培うとともに、
小学校以降の教育の基盤をつくる教育環境の整備を図ります。 

満3歳～小
学校就学前 

保育所 保育・幼稚園課 
保育を必要とする子どもの受け入れを行い、日々の保育を実施します。
また、事業計画に基づき、認可保育所整備を推進するなど、必要な入
所定員の確保に努めます。 

0歳～小学
校就学前 
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地域型保育給付 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 対象年齢 

家庭的保育 
保育・ 
幼稚園課 

家庭的保育者が、居宅等の様々なスペースにおいて、家庭的な雰囲気のもと
少人数（５人以下）の保育を必要とする乳児・幼児（原則として満３歳未満。）
を対象に保育を実施する事業です。子ども・子育て支援新制度において、新
たに市町村の認可事業として位置付けられており、地域のニーズに応じて計
画的に整備を進めていきます。 

原則として 
0歳～満3歳
未満 

小規模保育 
保育・ 
幼稚園課 

都市部等において増加する３歳未満児の保育需要への対応や人口減少地
域等における保育基盤の維持を図るため、保育を必要とする乳児・幼児（原
則として３歳未満。）を対象に、定員６人以上２０人未満の比較的小規模で家
庭的保育事業に近い雰囲気で、保育を実施する事業です。 

子ども・子育て支援新制度において、新たに市町村の認可事業として位置付
けられており、地域のニーズに応じて計画的に整備を進めていきます。 

原則として 
0歳～満3歳
未満 

居宅訪問型 
保育 

保育・ 
幼稚園課 

保育を必要とし、障害や疾病等により集団保育が著しく困難と認められる乳
児・幼児などを対象に、その乳児・幼児（原則として3歳未満）の居宅において
１対１を基本とする保育を実施する事業です。 

子ども・子育て支援新制度において、新たに市町村の認可事業として位置付
けられており、地域のニーズに応じて計画的に整備を進めていきます。 

原則として 
0歳～満3歳
未満 

事業所内保育 
保育・ 
幼稚園課 

企業が主として従業員の仕事と子育ての両立支援策として設置する事業所
内保育施設において、その従業員の子どもや地域の子どもであって、満３歳
未満の保育を必要とする乳児・幼児を保育する事業です。子ども・子育て支
援新制度において、新たに市町村の認可事業として位置付けられており、企
業の意向や地域のニーズに応じて、計画的に整備を進めていきます。 

原則として 
0歳～満3歳
未満 
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●基本方針2 地域における子育ての支援 

◇推進施策◇ 
【2-1】地域における子育て支援サービスの充実 

すべての子育て家庭への支援を行うため、地域における様々な子育て支援サービスの充実を図るととも
に、子育て支援事業に関する情報提供等を推進します。 

地域子ども・子育て支援事業 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 対象年齢 

利用者支援 
事業 

保育・幼稚園課 

子ども及びその保護者が、認定こども園・幼稚園・保育所での教育・保
育や一時預かりなどの地域子ども・子育て支援事業等の中から適切な
ものを選択し、円滑に利用できるよう、市役所や地域子育て支援拠点
などで相談を受け付けるなど利用者支援を図ります。 

妊娠期～小
学校就学前 

一時預かり事業 保育・幼稚園課 
保護者の就労や、傷病・入院、災害・事故、育児等に伴う心理的・肉体
的負担の解消のため、一時的に認定こども園、幼稚園、保育所などで
保育を行います。 

0歳～小学
校就学前 

延長保育事業 保育・幼稚園課 
就労形態の多様化に伴う保育需要に対応するため、通常保育を延長
した保育を行います。 

0歳～小学
校就学前 

実費徴収に係る
補足給付を行う
事業 

保育・幼稚園課 

子ども・子育て支援新制度における支給認定子どもが特定教育・保育
等を受けた場合の教育・保育給付によっては運営費が給付されない日
用品や行事参加費等の実費負担分について、市が定める基準に従い、
保護者への費用助成を行います。 

満3歳～小
学校就学前 

多様な主体が
本制度に参入
することを促進
するための事業 

保育・幼稚園課 
地域ニーズに即した保育等の事業充実を図るため、新規の事業者が
円滑に、新制度における保育所、小規模保育事業等での保育等事業
に参入できるよう必要な支援を行います。 

0歳～小学
校就学前 

（主に事業
者向け） 
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【2-2】保育サービスの充実 

施設型保育給付、地域型保育給付、地域子ども・子育て支援事業以外で、休日保育、夜間保育等の多様
な保育需要に応じて、利用しやすい保育の提供を推進します。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 対象年齢 

休日保育 保育・幼稚園課 
就労形態の多様化に伴う保育需要に対応するため、日曜日・祝日の
保育を行います。地域のニーズを検証しながら、実施施設の拡大を検
討します。 

0歳～小学
校就学前 

夜間保育 保育・幼稚園課 
夜間においても保育を必要とする子どもに対し、保育を行います。地域
のニーズを検証しながら、実施事業者の拡大を検討します。 

0歳～小学
校就学前 

乳児保育 保育・幼稚園課 
乳児を保育施設にて保育します。景気の低迷等による共働き世帯の
増加に伴い、乳児の保育ニーズは高まっていることから、今後も事業
の拡大と質の向上に努めます。 

1歳未満 

保育教諭及び
保育士の研修 

保育・幼稚園課 
各種研修会への職員派遣及び研修会の開催により、保育教諭及び保
育士の資質や技術の向上を図ります。 

0歳～小学
校就学前 

一時預かり事業 
【再掲】 

保育・幼稚園課 推進施策【2-1】参照 
0歳～小学
校就学前 

公立保育所の
民間委託 

保育・幼稚園課 
民間活力の活用により、より一層の利用者ニーズに応えるとともに、中
長期にわたり安定した新たな保育の供給システムの構築を図ります。 

0歳～小学
校就学前 

地域保育所(認
可外保育施設)
施設運営補助
事業 

保育・幼稚園課 
地域保育所(認可外保育施設)への補助事業により、保育の提供支援
と、入所児童の健康・福祉の向上に努め、継続的に支援を行います。 

0歳～小学
校就学前 
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事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 対象年齢 

認証保育所制
度の運用 

保育・幼稚園課 

地域保育所（認可外保育施設）のうち、一定の基準を満たした施設を
「認証保育所」として松山市が認証し、運営費等の補助や、保護者へ
の保育料補助を行うなど、乳幼児がより良好な環境で保育を受けるこ
とができるよう、保育水準の向上に努めます。 

0歳～小学
校就学前 

事業所内保育
施設の設置推
進 

保育・幼稚園課 
現在、事業所内保育施設を設置・運営する事業所に対し、設置費及び
運営費の補助を行っています。今後についても、継続的に支援を行い
ます。 

0歳～小学
校就学前 

保育園庭芝生
化事業 

保育・幼稚園課 

保護者・子ども・地域で共同する中で、公立保育所園庭に芝生を植え
育て、地域でのよりよい子育て環境を形成するとともに、子どもの豊か
な感性の醸成とコミュニケーション能力の向上を図ります。なお、平成
25年度までに、公立保育所6園の芝生化を行っています。 

0歳～小学
校就学前 
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●基本方針3 妊娠・出産期からの切れ目のない支援 

◇推進施策◇ 
【3-2】「食育」の推進 

乳幼児期から思春期まで発達段階に応じた食に関する学習の機会や情報提供を進めるとともに、食事づ
くり等の体験活動や子ども参加型の取り組みを推進します。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 対象年齢 

在園児・保護者
に対する食育 
事業 

保育・幼稚園課 

認定こども園、幼稚園、保育所において「食育計画」を作成し、給食会
議の実施、野菜や果物の栽培・収穫体験、親子クッキング、食育に関
する保育参観、アレルギー食等に関する個別相談を実施します。また、
調理体験、地域の高齢者等との交流等を行うとともに、「松山市食育
推進計画」に基づき関係機関と連携を図りながら食育の推進を行いま
す。 

0歳～小学
校就学前 
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●基本方針4 子どもの心身の健やかな成長に資する子育て環境の整備 

◇推進施策◇ 
【4-2】子どもの生きる力の育成に向けた子育て環境等の整備 

子どもが個性豊かに生きる力を伸ばすことができるよう、学校の教育環境及び保育環境等の整備を図ります。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 対象年齢 

特色ある学校づ
くり事業 

保育・幼稚園課 
学校教育課 

幼児・児童・生徒や地域の実態に即して、市立の各幼稚園・学校の創
意工夫を生かした教育活動の開発、教育環境の充実、学習支援など、
地域の資源や人材を有効活用しながら特色ある学校づくりを推進し、
子どもたちが自ら学び自ら考える力などの生きる力の育成を目指しま
す。また、小学校外国語活動の円滑な実施と、地域人材の活用を支援
します。 

満3歳～中
学生 

危機管理マニュ
アルの作成 

保育・幼稚園課 
学校教育課 

市立の各幼稚園・学校で実態に応じて作成している危機管理マニュア
ルについて毎年見直し・改善を行い、関係職員への周知徹底を図るな
ど、幼稚園・学校への不審者侵入や非常時に対する対応力の向上を
図ります。 

満3歳～中
学生 

幼保小中連携
推進事業 

保育・幼稚園課 
学校教育課 

就学前の教育・保育施設、小学校、中学校との円滑な接続に向け、子
ども同士の交流活動や職員の合同研修等を行い、教育内容や教育環
境等の充実や改善を図るとともに、子どもの発達や学びの連続性を踏
まえた教育を推進します。 

満3歳～中
学生 

幼稚園庭芝生
化事業 

保育・幼稚園課 

市立幼稚園が、保護者や地域住民と協力して園庭の芝生化を行い、
園児や地域の親子がのびのびと遊ぶことのできる環境を整えることで、
幼稚園を拠点とした基本的運動習慣の構築やコミュニケーション能力
の向上を図ります。また、芝生化へ向けての協力体制づくりや開放さ
れた芝生園庭に集うことで、地域のよりよい子育て環境づくりに努めま
す。 

満3歳～小
学校就学前 
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事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 対象年齢 

私立幼稚園の
情報提供 

保育・幼稚園課 

各施設の協力を得て、利用者支援事業と連携し、認定こども園や保育
所と同様に、各幼稚園の情報(子育て支援、預かり保育事業等を含
む。)を収集し、他の施設の情報と併せて、市民に提供できるように努
めます。 

妊娠期～小
学校就学前 

松山市幼児教
育研修会 

保育・幼稚園課 
学校教育課 

市内の保育教諭、幼稚園教諭、保育士、小学校教諭、各療育機関等
の職員を対象に、公立幼稚園で行っている園内研修会やその他の研
修会及び講演会を実施し、市内幼児教育関係者の資質向上と異校種
間の研修交流の機会とし、市内幼児教育の充実を図ります。 

0歳～小学
校就学前 

松山市幼児教
育連絡協議会 

保育・幼稚園課 
学校教育課 

認定こども園長、幼稚園長、保育園長、教員養成機関関係者、ＰＴＡ等
が松山市の幼児教育のあり方、市立幼稚園のあり方等について話し
合い、幼児教育の充実を図ります。（適時開催） 

満3歳～小
学校就学前 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 対象年齢 

危機管理マニュ
アルの作成（公
立保育所） 

保育・幼稚園課 
危機管理マニュアルを各公立保育所において、状況に応じ適時見直し
を行い、より実効的なものになるようにします。 

0歳～小学
校就学前 

保育教諭及び
保育士の研修
【再掲】 

保育・幼稚園課 推進施策【2-1】参照 
0歳～小学
校就学前 

保育園庭芝生
化事業【再掲】 

保育・幼稚園課 推進施策【2-1】参照 
0歳～小学
校就学前 

～追加を行う、保育に関する環境整備の事業～上記表の下に追加 
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●基本方針5 子育てを支援する生活環境の整備 

◇推進施策◇ 

【5-4】安心して外出できる環境の整備 

公共施設等のバリアフリー化等を推進し、環境整備を図ります。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 対象年齢 

庁内託児室
「キッズルーム」
の設置 

保育・幼稚園課 
子ども連れでも安心して市役所の各種手続をしていただくために、庁
舎内託児室「キッズルーム」を設置しています。 

1歳～小学
校就学前 
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●基本方針6 職業生活と家庭生活との両立（ワーク・ライフ・バランス）の推進 
◇推進施策◇ 

【6-2】仕事と子育ての両立の推進 

教育・保育や放課後児童健全育成事業の充実等、仕事と子育ての両立支援のための体制整備や、関係
法制度等の広報・啓発、情報提供等を積極的に推進します。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 対象年齢 

認定こども園
【再掲】 

保育・幼稚園課 推進施策【1-1】参照 
0歳～小学
校就学前 

幼稚園【再掲】 保育・幼稚園課 推進施策【1-1】参照 
満3歳～小
学校就学前 

保育所【再掲】 保育・幼稚園課 推進施策【1-1】参照 
0歳～小学
校就学前 

家庭的保育【再
掲】 

保育・幼稚園課 推進施策【1-1】参照 
原則として0
歳～満3歳
未満 

小規模保育【再
掲】 

保育・幼稚園課 推進施策【1-1】参照 
原則として0
歳～満3歳
未満 

居宅訪問型保
育【再掲】 

保育・幼稚園課 推進施策【1-1】参照 
原則として0
歳～満3歳
未満 
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事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 対象年齢 

事業所内保育
【再掲】 

保育・幼稚園課 推進施策【1-1】参照 
原則として0
歳～満3歳
未満 

事業所内保育
施設の設置推
進【再掲】 

保育・幼稚園課 推進施策【2-2】参照 
0歳～小学
校就学前 
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●基本方針7 子どもの安全の確保 

◇推進施策◇ 

【7-2】子どもを犯罪等から守るための活動の推進 

犯罪に関する関係機関との情報交換やパトロール活動の推進、防犯講習など、子どもを犯罪等から守る
活動を推進します。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 対象年齢 

危機管理マニュ
アルの作成（公
立保育所）【再
掲】 

保育・幼稚園課 推進施策【4-2】参照 
0歳～小学
校就学前 

危機管理マニュ
アルの作成（幼
稚園・学校）【再
掲】 

保育・幼稚園課 
学校教育課 

推進施策【4-2】参照 
満3歳～中
学生 
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●基本方針8 専門的な知識及び技術を要する支援の推進 

◇推進施策◇ 

【8-3】障がい児施策の充実 

障がい児が在宅で生活する上での支援や、就学支援を含めた教育支援体制の整備等を行います。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 対象年齢 

認定こども園、
幼稚園、保育所
等での障がい児
保育の充実 

保育・幼稚園課 
研修等を通じて、障がい児に対する理解を深め、職員の資質向上を図
ります。保護者や関係機関と連携して、子どもの育ちを共に見守ります。 

0歳～小学
校就学前 
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●基本方針9 経済的な支援の推進 

◇推進施策◇ 

【9-1】経済的な支援の推進 

児童手当、児童扶養手当など、各種経済支援を行います。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 対象年齢 

私立幼稚園就
園奨励費補助
事業 

保育・幼稚園課 

園児の保護者に対し、保育料等の減免を実施している幼稚園の設置
者へ補助金を交付することにより、保護者の経済的な負担の軽減を図
ります。（子ども・子育て支援新制度に移行しない幼稚園を利用する場
合に限る） 

3歳～小学
校就学前 


